
同 表 の 備 考 ２ 中「所得税条約に基づき課税の軽減又は免除を受ける」 を「租税条約の規定により所
得税が軽減され、又は免除される」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２

を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する」 を 削

り 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で を 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で

と し 、 同 表 の 備 考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

別 表 第 五 の 表 中
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り所得税が軽減され、又は免除される」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考
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ま で と し 、 同 表 の 備 考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。
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に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「及び」 を「及び」 に 改

別 表 第 五 の 表 中
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」

を

別 表 第 五 の 表 中

「所得税条約に基づき課税の軽減又は免除を受ける」 を「租税条約の規定により所得税が軽減され、
又は免除される」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２

と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ２
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」

に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「に」 を「に」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中

中「に」 を「に」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「所得税条約に基づき課税の軽減又は免除を受け
る」 を「租税条約の規定により所得税が軽減され、又は免除される」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表

の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「租税特別措置法第９条
の３の２第１項に規定する」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ か ら

ま で を 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で と し 、 同 表 の 備 考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。
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 「通知外国税相当額」の項には、利子等に係る令第300条第９項若しくは第306条の２第７項
に規定する通知外国所得税の額又は租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する支払の取
扱者（及びにおいて「支払の取扱者」という。）が同項に規定する上場株式等の配当等（
において「上場株式等の配当等」という。）で利子等に該当するものの交付をする場合における
当該利子等に係る租税特別措置法施行令第４条の６の２第17項に規定する控除外国所得税相当
額を記載すること。また、記載した金額が当該通知外国所得税の額又は当該控除外国所得税相
当額のいずれに該当するかの別を「摘要」の欄に記載すること。
 「通知所得税相当額」の項には、支払の取扱者が上場株式等の配当等で利子等に該当するも
のの交付をする場合における当該利子等に係る租税特別措置法施行令第４条の６の２第18項に
規定する控除所得税相当額を記載すること。

 「通知外国税相当額」の項には、配当等に係る租税特別措置法施行令第４条の９第14項、第
４条の10第10項、第４条の11第10項若しくは第５条第10項に規定する通知外国法人税相当額（
において「調整対象通知外国法人税相当額」という。）又は租税特別措置法第９条の３の２第１
項に規定する支払の取扱者（において「支払の取扱者」という。）が同項に規定する上場株式
等の配当等で配当等に該当するものの交付をする場合における当該配当等に係る同令第４条の
６の２第26項に規定する通知外国法人税相当額を記載すること。また、記載した金額が当該調
整対象通知外国法人税相当額又は当該通知外国法人税相当額のいずれに該当するかの別を「摘
要」の欄に記載すること。

 「通知外国税相当額」の項には、収益の分配に係る令第300条第９項若しくは第306条の２第
７項に規定する通知外国所得税の額又は租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する支払
の取扱者（及びにおいて「支払の取扱者」という。）が同項に規定する上場株式等の配当等
（において「上場株式等の配当等」という。）で収益の分配に該当するものの交付をする場合
における当該収益の分配に係る租税特別措置法施行令第４条の６の２第17項に規定する控除外
国所得税相当額を記載すること。また、記載した金額が当該通知外国所得税の額又は当該控除
外国所得税相当額のいずれに該当するかの別を「摘要」の欄に記載すること。
 「通知所得税相当額」の項には、支払の取扱者が上場株式等の配当等で収益の分配に該当す
るものの交付をする場合における当該収益の分配に係る租税特別措置法施行令第４条の６の２
第18項に規定する控除所得税相当額を記載すること。
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